
 

 

資料３ 
国民保護のしくみ 

●武力攻撃事態等における国民保護の基本 
国民保護法（平成 16 年９月 17 日施行）、国の基本指針（平成 17 年３月 25 日閣議決定）、都道府県国民

保護計画（平成 17年度策定）等に基づき対処 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●国民保護に関する業務の全体像 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                     裏面へ 

国・都道府県・区市町村・指定公共機

関等は、 
○国の基本的方針に基づき 
○相互に連携し 
○役割に応じて 
○円滑かつ迅速に 

 
国民保護措置を実施 

○住民の避難・救援 
○被害の最小化（武力攻撃災害への

対処、国民生活の安定等） 

国が想定する事態類型 

武力攻撃事態 

①着上陸侵攻 
②ゲリラ・特殊部隊による攻撃 
③弾道ミサイル攻撃 
④航空攻撃 

緊急対処事態 

(大規模テロ等)

①危険物質を有する施設への攻撃(原
発、石油コンビナート等) 
②大規模集客施設等への攻撃(ターミ
ナル駅、列車等) 
③大量殺傷物質による攻撃(炭疽菌、サ
リン等) 
④交通機関を破壊手段とした攻撃(航
空機による自爆テロ等) 

 国（対策本部） 
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民 

（
協
力
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国、都、練馬区、指定（地方）公共機関等が相互に連携 

●警報の発令 

都（対策本部） 練馬区（対策本部） 

避 

難 

救 
援 

武
力
攻
撃
災
害
へ
の
対
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●避難措置の指示 
(要避難地域、避難先
地域等) 

●警報の区市町村へ
の通知 

●避難の指示 
(避難経路、交通手段等)

●警報の伝達 
(サイレン等を使用) 

●避難の指示の伝達 
●避難住民の誘導 
(避難実施要領の策定) 
東京消防庁と協力又
は消防本部等を指揮、
警察・自衛隊等に誘導
を要請 

指示 

是正 

●救援の指示 ●救援 ●都との役割分担に
基づき救援の一部
を実施 
●その他の救援への
協力 

指示 

是正 

●武力攻撃災害への
対処の指示 
(消防庁長官による
消防に関する指示) 

●武力攻撃災害の 
防御 
●消防 
●応急措置の実施 
警戒区域の設定・退
避の指示 

●緊急通報の発令 

●消防 
●応急措置の実施 
警戒区域の設定・退
避の指示 

●大規模又は特殊な
武力攻撃災害（Ｎ
ＢＣ攻撃等）への
対処 

●国民生活の安定 

●生活関連等施設の
安全確保 

●対策本部 
における 
総合調整 

●対策本部
における
総合調整

●対策本部 
における 
総合調整 

総合調整 

総合調整の要請 

総合調整 

総合調整の要請

指示 指示

指定公共機関 

指定地方公共機関 
・放送事業者による警報等の放送 

・運送事業者による住民・物資の運送 

・日本赤十字社による救援への協力 

・電気・ガス等の安定的な供給 等 

・食品、生活必需品等

の給与 

・収容施設の供与 

・医療の提供 等 



 

 

防災と国民保護 
 

防  災                 国民保護 
                 

 
               
 
                      

 

                      

 

                     

 

                     

    

 

                     

 

 

                    

による 避難勧告・指示                

     
 

地震、台風、大規模事故等 
（地理的状況、気象状況、

人的過失） 

武力攻撃、テロ 
（悪意のある人間により引

き起こされる） 

自治事務 法定受託事務 

区が対応 
（国、都は補完的役割） 

国→都→区という流れで指

示がされる 

区が負担 国（当初の負担は区） 

区長の判断による設置 国の指定による設置 

自主的な避難 
（火災延焼や家屋倒壊などの

危険が無ければ避難不要） 

区による避難誘導 
（地域を特定した全員避難） 

必要に応じて区長が避難勧

告・指示 
都知事が避難の指示 

原   因 

事務的性質

対 応 主 体

費 用 負 担

対 策 本 部 

避   難 

区民等への

指示 


